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I. 千葉県のあらまし 

 人口動態 

 人口 

本県の人口は、平成22年時点の人口を100として見ると、県全体では令和２（2020）年まで緩や

かに増加してきたが、その後、減少に転じるものと推計される。 

ブロック別に見ると、Ａ地域のブロックでは令和 12（2030）年時点の人口が平成 22 年と比べて増

加ないし横ばいとなる。一方、Ｂ地域では、全てのブロックで令和 12（2030）年時点の人口が平成

22 年と比べて減少することとなり、減少幅が約３割に上るブロックもある。 

 

図表 1 人口の増減（平成 22年＝100） 

 

（注） 平成 22年を 100 とした場合の増減 

 

 
出所：令和２年までは総務省「国勢調査」、令和７年以降は㈱ちばぎん総合研究所推計（平成 29年推

計、中位推計） 
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 高齢化率 

本県の高齢化率は、県全体では令和２（2020）年の 27.6％から令和 12（2030）年には 31.2％に

3.6 ポイント上昇すると推計される。 

ブロック別に見ると、Ａ地域のブロックでは令和 12（2030）年時点の高齢化率が 30％前後である

のに対し、Ｂ地域では、君津を除いて 30％台後半から 40％台後半の水準まで上昇する。  

 

図表 2 高齢化率 

 

 

出所：令和２年までは総務省「国勢調査」、令和７年以降は㈱ちばぎん総合研究所推計（平成 29年推

計、中位推計） 

  

20%

25%

30%

35%

40%

45%

50%

平成27年 令和２

(2020)年

令和７

(2025)年

令和12

(2030)年

千葉

葛南

東葛飾

印旛

香取

海匝

山武

長生

夷隅

安房

君津

県全体

Ａ地域

Ｂ地域Ａ
地
域

Ｂ
地
域

平成27年
令和２

(2020)年
令和７

(2025)年
令和12
(2030)年

千葉 24.8% 26.8% 28.4% 29.6%

葛南 22.4% 22.3% 25.6% 27.1%

東葛飾 25.7% 27.0% 29.3% 30.7%

印旛 25.2% 28.7% 31.2% 32.9%

香取 33.2% 37.4% 40.4% 42.7%

海匝 31.1% 34.9% 36.8% 38.7%

山武 29.5% 34.1% 37.1% 39.6%

長生 32.1% 35.7% 38.8% 40.9%

夷隅 39.1% 43.8% 45.8% 48.1%

安房 39.1% 43.9% 43.7% 44.6%

君津 27.7% 30.4% 31.7% 32.8%

25.9% 27.6% 29.9% 31.2%県全体

Ａ地域

Ｂ地域



8 

 消費マーケットの動向 

 世帯数・消費マーケット 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（2019 年推計）」によると、本県の世

帯数は令和２（2020）年の 2,768 千世帯をピークに減少に転じ、令和 17（2035）年には 2,620 千世

帯と令和２（2020）年比 148 千世帯、5.3％減少し、高齢世帯（世帯主 60 歳以上）比率が高まる（令

和２年 44.4％→令和１７年 51.9％）（図表３）。 

家計の消費支出はライフステージに応じて変化する（世帯主年齢層別支出額は、子育て世代の

50～59 歳がピーク＜360 千円/月＞、図表４）ため、世帯の年齢構成の変化によって地域の消費

総額も変化する。 

千葉県の世帯主年齢別世帯数に同家計支出額（令和４年全国家計調査、注）を単純に乗じて

千葉県の消費マーケット規模を推計すると（嗜好の変化や物価上昇率等を考慮しない実質ベース

の単純推計）、令和２（2020）年の９兆 5,427 億円をピークに、令和７（2025）以降は世帯数減少と世

帯年齢重心上昇の２つのマイナス材料によって減少傾向となり、令和 17（2035）年には９兆 0,004

億円と令和２年比 5.7％縮小する（図表５）。 

（注）単身世帯、２人以上世帯の両者を含む総世帯ベース、以下同じ。 

 

図表 3 世帯主年齢層別 世帯数の推移（千葉県） 

 

出所：総務省「国勢調査」及び国立社会保障・人口問題研究所 
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図表 4 世帯主年齢層別家計支出額（全国、令和４年） 

 

出所：総務省「家計調査」 

 

図表 5 県内の消費マーケットの推計 

 
注：図表３「世帯主年齢層別 世帯数の推移（千葉県）」に、図表４「世帯主年齢層別家計支出額」

を乗じて推計した（家計支出額は不変として推計） 
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 観光の動向 

 観光入込客数 

商店街の来街者数や売上高は、人口動態に加え、観光客の動向にも影響を受けることから、千

葉県の観光入込客数の推移を見ると、平成 23 年は東日本大震災の影響により減少したが、その

後はアウトレットモールの開業（木更津市・平成 24 年、酒々井町・平成 25 年）や成田空港第３ター

ミナルの供用開始（平成 27年）、圏央道神崎 IC～大栄 JCT間の供用開始（平成 27年）等により、

年々、増加してきた。しかし、令和２年には、新型コロナウイルスの感染拡大の影響により、前年比

41.8％減の 108,162 千人地点と大きく落ち込んでいる。 

令和２年の内訳を見ると、観光地点が同 34.7％減の 103,091 千人地点、行祭事・イベントが同

81.9％減の 5,070 千人地点となっている。 

図表 6 観光入込客数 

 
出所：千葉県商工労働部観光企画課 

 外国人延べ宿泊者数 

千葉県の外国人延べ宿泊者数の推移を見ると、平成 23 年は東日本大震災の影響により減少し

たが、その後はほぼ増加傾向で推移し、令和元年には 4,798 千人に達した。しかし、新型コロナウ

イルスの感染拡大の影響により、令和２年は令和元年比 76.2％減の 1,142 千人、令和３年は同

87.5％減の 598 千人と大きく落ち込んでいる。 

図表 7 外国人延べ宿泊者数 

 

出所：国土交通省・観光庁「宿泊旅行統計」  
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令和４年の月別の外国人延べ宿泊者数は増加傾向にあり、11月は100千人に達したが、コロナ

禍前の令和元年の同月（358 千人）と比較すると、72.1％減の水準にとどまっている。 

 

図表 8 外国人延べ宿泊者数（令和４年・月別） 

 

出所：国土交通省・観光庁「宿泊旅行統計」  
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II. 千葉県の小売業 

 千葉県の小売業の状況 

 千葉県の小売業の位置 

全国における千葉県の小売業の位置を見ると、事業所数が第９位（構成比 3.7％）、従業者数が

第６位（同 4.4％）、年間商品販売額が第７位（同 4.4％）となっている。 

 

図表 9 千葉県の小売業の位置 

 

出所：総務省「経済センサス」（平成 28年） 

 

 小売業の年間商品販売額の推移 

千葉県の小売業の年間商品販売額の推移を見ると、平成 28 年と平成 24 年の比較では、約 1

兆 4,700 億円（29.9％）増加している。なお、この間の全国の伸びは 26.3％である。 

 

図表 10 小売業の年間商品販売額の推移 

  
出所：総務省「経済センサス」（平成 24 年、平成 28年） 

経済産業省「商業統計」（平成 26年） 
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 小売業の事業所数及び従業者数の推移 

千葉県の小売業の事業所数及び従業者数の推移を見ると、平成 28 年と平成 24 年の比較では、

事業所数が 890 事業所減少（▲2.4％）したのに対し、従業者数は 13,004 人（＋4.0％）増加してい

る。 

 

図表 11 小売業の事業所数及び従業者数の推移（千葉県） 

 
出所：総務省「経済センサス」（平成 24年、平成 28年） 

経済産業省「商業統計」（平成 26年） 
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 小売業の年間商品販売額の業種別構成比 

小売業の年間商品販売額の業種別構成比は、「各種食料品小売業」が 15.0％で最も高く、次い

で「百貨店、総合スーパー」（11.1％）、「自動車小売業」（11.0％）となっている。 

飲食料品を扱う各種の小売業を合わせると構成比は 29.5％となる。 

 

図表 12 小売業年間商品販売額の業種別構成比（千葉県） 

 
注：管理、補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が格付不能の事業所、小売

の商品販売額及び仲立手数料のいずれの金額もない事業所は含まない。 

出所：総務省「経済センサス」（平成 28 年） 
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 千葉県の商店街の状況 

 商店街数・会員数 

千葉県の商店街数は、平成 14 年には 881 団体であったが、令和４年には 606 団体と、20 年間

で 275 団体減少した（減少率 31.2％）。 

一方、商店街を構成する会員数は、平成 14 年には 33,048 人であったが、令和４年には 17,299

人と、20 年間で 15,749 人減少した（減少率 47.7％）。 

 

図表 13 商店街数・会員数 

 

注：年によって商店街数・会員数の確認時期は異なる 

出所：千葉県商工労働部経営支援課 
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 ブロック別の商店街数・会員数 

ブロック別に人口と商店街数の関係を見ると、人口が最も多いのは千葉であるが、商店街数で

は、最も多いのは東葛飾（173 団体）、次いで千葉（121団体）、葛南（115 団体）などとなっている。 

次に会員数を見ると、最も多いのは東葛飾（4,668 人）、次いで葛南（3,209 人）、千葉（2,891 人）

などとなっている。 

地域別の割合を見ると、Ａ地域は人口が 82.6％であるのに対し、商店街数が 78.2％、会員数が

72.8％と、ともに人口の割合を下回っている。Ｂ地域は人口が 17.4％であるのに対し、商店街数が

21.8％、会員数が 27.2％と人口の割合を上回っている。 

 

図表 14 人口と商店街数・会員数 

 

 

出所：人口＝千葉県総合企画部「千葉県毎月常住人口調査」（令和４年 10月１日時点） 

商店街数・会員数＝千葉県商工労働部経営支援課（令和４年４月１日時点） 

 

 

 

  

実数(人) 割合(％) 実数(団体) 割合(％) 実数(人) 割合(％)
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 千葉県の大型店の状況 

経済産業省の「商業動態統計」により千葉県の大型店の状況を見ると、百貨店注１では平成30年

度は船橋市及び松戸市の店舗が閉店した影響により、また、令和２年度はコロナ禍に伴う臨時休

業や外出自粛の影響により、それぞれ販売額が前年度比約２割減少した。 

一方、スーパー注２では、平成 22 年度以降、販売額の前年度比増減率はプラス圏で推移してお

り、特に令和２年度は、コロナ禍に伴ういわゆる「巣ごもり需要」を背景に、販売額は前年度比＋

4.7％と比較的高い伸びとなった。 

経済産業省「商業動態統計」における「百貨店」及び「スーパー」の定義 

注１.百貨店 

日本標準産業分類の百貨店、総合スーパーのうち、下記のスーパーに該当しない事業所であって、

かつ、売場面積が東京特別区及び政令指定都市で3,000平方メートル以上、その他の地域で1,500平

方メートル以上の事業所をいう。 

注２.スーパー 

売場面積の50％以上についてセルフサービス方式を採用している事業所であって、かつ、売場面積

が 1,500 平方メートル以上の事業所（家電大型専門店、ドラッグストア、ホームセンターを除く）をいう。 

 

図表 15 百貨店及びスーパーの販売額の前年度比増減率 
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出所：経済産業省「商業動態統計」 
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III. 消費者の買い物行動の変化 
本項では、県内の商業環境について論じる上で重要な要素となる消費者の買い物行動の変化

について、インターネットショッピングとキャッシュレス決済の動向を確認することとする。 

 インターネットショッピング 

 インターネットショッピングの市場規模 

経済産業省「電子商取引に関する市場調査」では、日本の電子商取引の市場規模を物販系分

野、サービス系分野、デジタル系分野に分けて推計しているが、令和３年時点におけるこれら３分

野合計の市場規模は 20.7 兆円（前年比＋7.4％）となっている。 

令和２年には、コロナ禍の中、国や自治体による外出自粛の呼びかけ等により物販系分野の市

場規模が比較的大幅に拡大した一方、「旅行」が含まれるサービス系分野の市場規模が減少に転

じた。この結果、物販系分野の伸長分とサービス系分野の減少分が相殺され、令和２年の市場規

模は、前年比微減となった。 

電子商取引（ＥＣ：electronic commerce）の浸透度合を示す指標であるＥＣ化率注は、物販系で

は令和２年に前年比＋1.32 ポイントの 8.08％と比較的高い上昇となり、令和３年も上昇し 8.78％

（同＋0.70 ポイント）となっている。 

注.ＥＣ化率 

全ての商取引に対するＥＣ取引の割合。 

図表 16 インターネットショッピングの市場規模及び物販系のＥＣ化率 

 

出所：経済産業省「電子商取引に関する市場調査」 
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 インターネットショッピングの利用世帯の割合 

２人以上の世帯におけるインターネットショッピングを利用した世帯の割合は、家計消費状況調

査が始まった平成 14 年は 5.3％であったが、令和３年には 52.2％と 19 年間で約 10 倍となってい

る。 

令和２年は、前記「（1）インターネットショッピングの市場規模」の動向と同様に、コロナ禍の影響

により、インターネットショッピングの利用世帯の割合は、前年比＋7.3 ポイントの 50.2％と比較的大

きく上昇している。 

 

図表 17 インターネットショッピングの利用世帯の割合 

 

注：２人以上の世帯 

出所：総務省「家計消費状況調査」 
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 キャッシュレス決済 

日本のキャッシュレス決済額の家計消費支出に占める割合は、年々上昇しており、令和３年に

は 32.5％と、支出額の約３分の１がキャッシュレス決済となっている。 

 

図表 18 キャッシュレス決済額の家計消費支出に占める割合 

 

出所：一般社団法人キャッシュレス推進協議会「キャッシュレス・ロードマップ 2022」 

 

キャッシュレス決済手段別のキャッシュレス全体額に占める割合を見ると、クレジットカードが

85.3％と突出して高く、次いで「電子マネー」（6.3％）、「コード決済」（5.6％）、「デビットカード」

（2.8％）となっている。 

 

図表 19 キャッシュレス決済手段別のキャッシュレス全体額に占める割合（令和３年）

 

出所：一般社団法人キャッシュレス推進協議会「キャッシュレス・ロードマップ 2022」 
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キャッシュレス決済手段別のキャッシュレス全体件数に占める割合を見ると、クレジットカードが

55.3％と突出して高い。ただし、キャッシュレス全体額に占める割合（85.3％）と比較すると 30.0ポイ

ント低く、その分、その他の決済手段の割合が高くなっている。 

 

図表 20 キャッシュレス決済手段別のキャッシュレス全体件数に占める割合（令和３年） 

 

出所：一般社団法人キャッシュレス推進協議会「キャッシュレス・ロードマップ 2022」 
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 モノ消費からコト消費へ 

消費市場が成熟化する中で、時間やお金に余裕のあるシニア世代のみならず、若い世代でも

衣料品購入を中心に「モノ消費（商品の購入・所有）」から、旅行や趣味などの様々な体験や思い

出作りと、それらの情報発信（ＳＮＳ）や人間関係構築など、目に見えない価値である「コト消費」へ

の変化が進んだ。 

家計調査における一世帯当たりの消費支出の内訳を見ると、昭和 45（1970）年には 73.0％だっ

た財（≒モノ）への支出が令和４（2022）年には 59.0％へ低下し、逆にサービス（≒コト）への支出が

27.0％から 41.0％へと上昇した（図表 21）。子細に見ると、「財」では「食料」が 15.1 ポイント、「被

服・履物」が 7.3 ポイント低下した。一方、「サービス」では「自動車関係」が 5.3 ポイント、「通信」が

3.1 ポイント上昇した。 

 

図表 21 財・サービス支出の内訳の推移 

 

出所：総務省「家計調査」 
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